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指定管理者制度の改革に向けた要請書

　地方自治の充実・強化のために御奮闘されている貴職に対し心から敬意を表します。

さて、指定管理者制度が２００３年に施行されて以降、指定管理者のもとで働く労働者の解雇問題、賃金・労働条件の大幅な切り下げが生じ、非正規労働者や「ワーキングプア」が増大するなど、「尊厳ある労働」「安心して働くことのできる仕事」からかけ離れた実態が生まれています。その結果、人材不足とサービスの低下、地域医療・福祉・社会教育・文化行政の機能低下が指摘され、指定管理者制度の抜本的な改革の要望が集中しています。
また、公共サービス基本法が施行されましたが、「安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率的かつ適正に実施されること」が明記されており、この観点からも指定管理者制度の改革が求められているところです。

このことから、公の施設の管理運営が、住民サービスの向上とそこで働く労働者の適切な労働条件確保に向けて、地方自治法２４４条の２の見直しと総務省自治行政局長通知（平成１５年７月１７日）の修正に向け、以下の点について要請いたします。

記

１．地方自治法２４４条の２の５について
公の施設の指定管理期間が３年もしくは５年が多く短期であるがために、長期的な視点での企画･立案や安定的に労働者を確保できない状態にある。長期的な指定期間も保障される前提で、地方自治法２４４条の２の５「期間を定めて行うものとする」文言に加え、「期間については複数年を設定することができる」こととして改正すること。
加えて総務省通知などに、「施設の特性に応じて、長期間の指定期間も可能」とすることを明記すること。
２．変更すべき総務省通知の項目＜平成15年7月17日総務省自治行政局長通知＞
①　条例で規定すべき事項・・・指定の手続き（第２の２の（１）の①）
「複数の申請者に事業計画を提出させることとし、」を自治体判断に委ねることを前提に削除すること。

②　管理経費の縮減について（第２の２の（１）の①のイ）

「事業計画書の内容が、・・・管理経費の縮減が図られるものであること」の文言を修正すること。

３．総務省通知に追加すべき課題
（１）指定管理者の安定運営に向けて
①　指定管理者の指定にあたっては、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、安定運営が図られるようにすること。
②　条例で定められる「特に重要な公の施設」については、特定の団体を特命指定することが可能であることとすること。

③　指定管理者の変更に伴う職員の雇用については、雇用継続が行われるように配慮すること。

（２）労働法令の遵守に向けて
　適正な管理の確保に関して、労働法令遵守事項を加え、指定管理の公募要件に労働法令遵守を明記させること。

また、事業報告書においても、労働法令遵守事項（就業規則、労使協定、労働安全）の確認及び職員の給与などを加えること。その場合、適正な人件費の確保のため、人件費の積算根拠を地域の人事委員会勧告に準じることなどを明示すること。
（３）指定期間中の協定の見直しについて
指定管理者側がサービスの多様化や経営改善を進める場合、自治体側の理解が得られない場合があることから、協定書の見直しは、自治体側からの申し出に限らず、指定管理者からも可能とすること。

（４）個別分野に関する事項について
①　社会教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議を踏まえ、社会教育・文化施設等においては、住民サービスの向上と各施設の設置の趣旨に鑑み、必要な専門職員の配置に十分留意することが求められていることから、特定の団体を特命指定することができることとすること。
②　第１種社会福祉施設や病院・診療所については、社会福祉法人、医療法人、地方自治体、国などに管理主体が限られ、「公の施設の管理主体が限定される場合」に準じることとなることから、特定の団体を特命指定することができることとすること。
（５）管理運営の直営方式への変更について

公の施設の安定運営のために、直営方式も選択肢の一つであることを明示すること。

（６）公の施設の管理を目的として設立された自治体出資法人について
公の施設の管理を目的として設立された自治体出資法人が管理している場合は、法人の設立趣旨やこれまでの経験や実績を評価し、ノウハウと人材の活用や職員の雇用確保のために十分配慮することを明示すること。
以上
